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１ 大村市人口ビジョンの位置付け及び対象期間                                               

  大村市人口ビジョンは、大村市の人口の現状を分析し、市民と人口問題を共有する

とともに、今後目指すべき将来の方向や人口の将来展望を示すものである。 

この人口ビジョンは、大村市まち・ひと・しごと創生の実現に向け、効果的な施策

を推進する上での重要な基礎と位置付ける。 

 また、対象期間は、国の長期ビジョンの期間を踏まえ、2015 年から 2060 年とする。 

 

 

２ 目標人口                                                    

 

 

 

  

自然増及び社会増に向けた取組を進め、1970 年から続いている人口増加を維持すると

ともに、更なる人口増加に向けた取組を推進し、2025 年の人口 10 万人の達成を目指す。 

 また、2060 年の人口は 9.8 万人を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2025 年の人口：10 万人を目指す 
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３ 人口の分析                                                

（１）人口の動向分析 

① 人口の推移 （図表１） 

 ■人口は 1970年から増加を続けている 

 ・大村市の人口は、高度経済成長期を契機とした 1960 年～1970 年までの都市圏への流出による減

少を除くと、年間約 1,000 人の増加が続いてきた。2005 年からは年間約 500 人の増加に鈍化し

てきているが、着実に増加を続けてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「国勢調査」及び「おおむらの統計」 

【図表１ 人口の推移】 
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② 年齢３区分別人口の推移  （図表２－１、２－２） 

 ■人口は増加を続けているが、1990 年から 0歳～19歳が減少に転じている 

 ・20 歳～74 歳及び 75 歳以上は増加を続けている。 

 ・0 歳～19 歳は 1990 年の 22,023 人から減少が続き、75 歳以上との差が縮小している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：長崎県異動人口調査 

【図表２－１ 年齢３区分別人口の推移】 

【社会情勢を反映した年齢 3区分】 

高校進学率や大学進学率の増加、平均余命や健康寿命が伸長していることから、一般的に用い

られる年齢 3区分（年少人口：15歳未満、生産年齢人口：15 歳～64歳、老年人口：65 歳以上）

は、市民の実生活を反映していない面がある。 

このため、本市では年齢 3区分を「20 歳未満」、「20 歳～74 歳」、「75 歳以上」とし、より実生

活に即した内容で分析している。 
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19 歳以下人口 

32.8% 

【図表２－２ 人口ピラミッドの推移】 

出典：国勢調査 ※年齢不詳を除く 

20歳～74歳人口 

63.9% 

75 歳以上人口 

3.3% 

19 歳以下人口 

22.5% 

20歳～74歳人口 

67.1% 

75 歳以上人口 

10.4% 

1980 年（昭和 55年） 

2010 年（平成 22年） 
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③ 自然増減と社会増減の推移  （図表３） 

 ■自然増減、社会増減ともプラスを示すが、近年の増加数は減少している 

 ・社会増減は、1991 年から工業団地へ企業が立地を開始したことなどから大幅に増加したが、近

年の伸びは鈍化している。 

 ・自然増減は、出生数が死亡数を上回る状態が続いているが、その差は接近してきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「長崎県異動人口調査」 

【図表３ 自然増減と社会増減の推移】 



7 

 

④ 自然動態の状況 

ア 出生・死亡数の推移  （図表４） 

  ■出生数が死亡数を上回り、人口は増加している 

  ・出生数は横ばいの状態であるが、依然として死亡数を上回っている。しかしながら、死亡数は

2002 年から高齢化を背景に増加傾向にあり、出生数との差は縮小している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 20～39歳の若年女性人口の推移  （図表５） 

  ■1990年から増加を続け、全国・長崎県と比較しても高い水準となっている 

  ・20～39 歳の若年女性人口の増加率を全国・長崎県と比較すると、全国は 2010 年までの 25 年

間で 11.4 ポイントの減少、長崎県は 32.3 ポイントの減少、大村市は 11.9 ポイントの増加とな

っているが、2005 年をピークに減少に転じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査、長崎県異動人口調査 

【図表４ 出生・死亡数の推移】 

出典：国勢調査 

【図表５ 20～39 歳の女性人口の推移（1985年を 100 とした場合）】 
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ウ 合計特殊出生率の推移  （図表６） 

 ■2013 年の合計特殊出生率は 1.82 と、全国平均 1.43、長崎県平均 1.64 を上回っている 

 ・合計特殊出生率は各年でバラつきはあるものの、全国・長崎県平均を上回る数値で推移している。

しかし、人口置換水準である 2.07（次世代も同規模の人口を維持するのに必要な出生率）には達

していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※合計特殊出生率：「１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、1人の

女性がその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの

数に相当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表６合計特殊出生率の推移】 

出典：長崎県衛生統計年報 
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エ 生涯未婚率の推移  （図表７－１、７－２） 

  ・生涯未婚率（45～49 歳と 50～54 歳未婚率の平均値で 50 歳時の未婚率を示す）は、全国、長

崎県と比較し大村市は低い値となっているが、男女とも上昇が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表７－１ 生涯未婚率の推移（男性）】 

【図表７－２ 生涯未婚率の推移（女性）】 

出典：国立社会保障・人口問題研究所、国勢調査 

出典：国立社会保障・人口問題研究所、国勢調査 
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オ 婚姻率、離婚率の推移  （図表８－１、８－２） 

  ・婚姻率は、全国、長崎県よりも高いが、離婚率も高い水準で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※婚姻率…人口 1,000 人あたりの年間婚姻届出件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※離婚率…人口 1,000 人あたりの年間離婚届出件数 

 

 

【図表８－１ 婚姻率（人口 1,000 人あたり）の推移】 

【図表８－２ 離婚率（人口 1,000 人あたり）の推移】 

出典：厚生労働省統計情報部「人口動態統計」、長崎県衛生統計年報、おおむらの統計 

出典：厚生労働省統計情報部「人口動態統計」、長崎県衛生統計年報、おおむらの統計 
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⑤ 社会動態と就業の状況 

ア 年齢階級別移動の状況  （図表９、図表１０） 

 ■大学等への進学期、就職期に大幅な転出超過 

  ・15 歳～19 歳及び 20 歳～24 歳の転出が大幅に超過している。これは、大学等進学及び就職に

よるものと推察される。 

  ・一方、上記以外の年齢階級においては全て転入超過となっており、特に、35 歳～44 歳の子育

て世代の転入が多い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 高校卒業後の進路状況  

 ・市内高校の 2014 年 3 月卒業者（1,094 人）の約 40%が就職、約 54%が進学している。 

  ・進学者（585 人）のうち、60%が大学に進学している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大村市統計「年齢階級別移動数」 

出典：文部科学省「学校基本調査」 

【図表９ 年齢階級別の人口移動の状況】 

【図表１０ 高校卒業後の進路の状況】 
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ウ 地域別の人口移動の状況 

【地域ブロック別（県外）】（図表１１－１、１１－２） 

  ■福岡県への転出が最多、次いで東京圏への転出が多い 

  ・転出超過となっているのは、九州・沖縄地域が最も多く、2013 年は▲330 人となっている。 

  ・2013 年の九州・沖縄地域の転出数を県別に見ると、福岡県の▲140 人、熊本県の▲39 人、佐

賀県の▲34 人と続いている。 

  ・九州・沖縄地域に次いで多いのが東京圏であり、2013 年で▲85 人となっており、内訳を見る

と、東京都▲56 人、神奈川県▲43 人、千葉県▲8 人と続いている。（埼玉県のみ 22 人の転入

超過） 

 ・大村市においても大都市圏へ人口が流出している。 

■北海道・東北からの転入が見られる 

  ・各年でバラつきはあるが、北海道や東北からの転入が見られる。これは、大村市に所在する自

衛隊基地・駐屯地への赴任による転入と推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

【図表１１－１ 地域ブロック別の人口移動の状況（県外）】 

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

【図表１１－２ 都道府県別人口移動（上位１０）】 

【転出超過】 【転入超過】 （単位：人） （単位：人） 
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【県内市町別】（図表１１－３、１１－４） 

 ■各年とも転入超過となっており、諫早市からの転入が最多 

 ・2008 年から 2013 年までの人口移動の状況を見ると、400 人～600 人程度の転入超過となって

いる。 

  ・各年の転入超過数の最多は諫早市であり、2014 年で見ると諫早市の 169 人、長崎市の 160 人、

佐世保市の 61 人、東彼杵郡の 46 人などとなっている。 

  ・大村市の人口増加の要因は、県内市町からの転入によるものが大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１１－３ 地域ブロック別の人口移動の状況（県内）】 

出典：長崎県異動人口調査「市郡別県内移動者数」 

転入 

転出 

 大村市  

 

・転入者：4,288 人 

・転出者：4,003 人 

 

・転入超過数：285 人 

【図表１１－４ 2014年の転入転出の主な地域と移動者数】 

福岡県 

571 人 

487 人 

東京都 

200 人 

137 人 

諫早市 

535 人 

366 人 

長崎市 

562 人 

402 人 

【転入超過】 【転出超過】 

出典：長崎県異動人口調査「市郡別県内移動者数」 

神奈川県

県 

164 人 

122 人 

大阪府 

98 人 

65 人 東彼杵郡 

156 人 

110 人 

佐世保市 

354 人 

293 人 
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エ 産業別就業者  （図表１２－１、１２－２、１２－３、１２－４） 

  ■第3次産業の就業者は増加し、全国・長崎県と比較しても就業割合が高い 

  ・1995 年と 2010 年を比較すると、第 1 次産業の減少率は 32.3%（減少数 880 人）と高く、ま

た第 2 次産業の減少率は 14.6%（減少数 1,366 人）と、いずれも減少し続けている。 

   一方、第 3 次産業は増加しており、1995 年と 2010 年を比較すると増加率は 13.7%（増加数

3,624 人）となっている。 

・第 3 次産業の割合は、全国・長崎県と比較して高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1次産業就業者 

第 2次産業就業者 

第 3次産業就業者 

第1次産業 第2次産業 第 3次産業 

【図表１２－１ 産業別就業者の推移】 

出典：国勢調査 

出典：国勢調査 

【図表１２－２ 2010年の産業別就業者の構成比】 
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  ・2010 年の国勢調査による男女別産業大分類別人口を見ると、男性は「公務」が最も多く、次

いで「製造業」、「卸売・小売業」と続いている。大村市は自衛隊基地・駐屯地があるため公務

の就業者が多いと推察される。また、女性は「医療、福祉」が最も多く、次いで「卸売・小売

業」、「製造業」、「飲食店、宿泊業」と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１２－３ 2010年の男女別産業大分類別人口】 

出典：国勢調査 
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 ・2010 年の国勢調査による年齢階級別産業大分類別人口を見ると、農業、林業、漁業では 50 歳以

上が約 8 割を占め、特に高齢化が進んでおり、今後は急速に就業者数が減少する可能性がある。 

  「情報通信業」、「公務」、「医療、福祉」、「宿泊業、飲食サービス業」は 15 歳～29 歳の割合が高

く、若者の雇用の受け皿となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１２－４ 2010年の年齢階級別産業大分類別人口】 

出典：国勢調査 
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（２） 将来人口の推計と分析 

① 将来人口の推計 （図表１３） 

  ・国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）の「日本の地域別将来推計人口（平

成 25 年 3 月推計）に準拠し行った将来推計（以下、「社人研準拠推計」という。）では、大村

市の人口は 2020 年に 91,583 人となりピークを迎える。 

  ・2020 年以降は減少に転じ、2060 年には 76,937 人（2010 年人口比△15%）まで減少する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１３ 人口の将来推計】 

出典：国勢調査、社人研準拠推計 
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② 年齢構成の将来推計 （図表１４） 

  ・20 歳～74 歳は 2015 年の 61,312 人（総人口の 67.0%）をピークに減少に転じ、2060 年には

47,394 人（総人口の 61.6%）となる。また、増加を続けてきた 75 歳以上は 2035 年に 0 歳～

19 歳を逆転し、2060 年には 16,529 人（総人口の 21.5%）となる。 

  ・0 歳～19 歳は減少を続け、2060 年には 13,014 人（総人口の 16.9%）となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１４ 年齢 3区分別人口の将来推計】 

出典：国勢調査、社人研準拠推計 
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４ 人口の将来展望                                                

（１）将来展望に必要な調査・分析  

① 結婚・出産・子育てに関する意識や希望の調査（アンケート） 

  ア 希望出生数 （図表１５、１６－１、１６－２） 

  ・長崎県が実施したアンケートでは、大村市に住む 20～49 歳既婚女性の「実際に持つことを考

えている子どもの数」は 2.43 人、「理想の子どもの数」は 2.31 人となっている。また、希望

出生率は 1.98 人である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大村市が独自に実施したアンケートでは、0 歳～9 歳までの子どもがいる世帯の「理想の子ど

もの数は、第 1 位が「3 人」、第 2 位が「2 人」となっている。一方、実際の子どもの数は、第

1 位が「2 人」、第 2 位が「3 人」となり、理想よりも少ない数となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大村市「子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査（2013 年度実施）」 

出典：合計特殊出生率：2008 年～2012 年人口動態保健所・市区町村別統計、長崎県政策企画課調べ 

0.938 

【図表１５ 希望出生率】 

長崎県平均  ―   ―    ―   ―    ― 

【図表１６－１ 理想の子どもの数】 【図表１６－２ 実際の子どもの数】 
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  イ 実際の子どもの数が理想の子どもの数より少ない理由 （図表１７） 

  ・大村市に住む 0 歳～9 歳までの子どもがいる世帯の「実際の子どもの数が理想の子どもの数よ

り少ない理由」は、第 1 位が「経済的負担が増えるから」、第 2 位が「年齢的な理由から」、第

3 位が「仕事をしながら子育てするのが困難だから」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 結婚しない理由 （図表１８） 

  ・大村市に住む、結婚する意志がないと回答した 20～49 歳男女の「結婚しない理由」は、第 1

位が「精神的に自由でいられる」、第 2 位が「結婚したいと思える相手がいない」、第 3 位が「経

済的に自由がきく」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１７ 実際の子どもの数が理想の子どもの数より少ない理由】 

出典：大村市「子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査（2013 年度実施）」 

【図表１８ 結婚しない理由（長崎県実施アンケート調査）】 

出典：長崎県政策企画課調べ 
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  エ 必要な結婚支援策 （図表１９） 

  ・大村市に住む、結婚する意志がないと回答した 20～49 歳男女の「必要な結婚支援策」は、第

1 位が「安定した雇用の供給」、第 2 位が「結婚祝い金などの経済的支援」、第 3 位が「婚活イ

ベントなどによる出会いの場の提供」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１９ 必要な結婚支援策（長崎県実施アンケート調査）】 

出典：長崎県政策企画課調べ 
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② 高校生の進路等の希望調査（高校生アンケート） 

  ア 大村市内の高校生が希望する就職先（県内、県外） （図表２０） 

  ・「県外」が 63%でもっとも高く、「県内（自宅から通えるところ）」が 29%で続いている。「県

内（自宅から通えないところ）」は 7%にとどまり、県内就職の場合は自宅通勤の意向が強い傾

向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 大村市内の高校生が就職先を決める上で優先すること （図表２１） 

  ・第 1 位の「経営が安定していて、長く続けられる」が 19%、第 2 位の「給料が高い」が 17%、

第 3 位の「働きがいがある」が 10%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２０ 県内居住の意向（長崎県実施アンケート調査）】 

【図表２１ 就職希望意向（長崎県実施アンケート調査）】 

出典：長崎県政策企画課調べ 

出典：長崎県政策企画課調べ 
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（２）目指すべき将来の方向 

   大村市はこれまで、空港や高速道路など高速交通の要衝の地としての充実した都市機能に

加え、子育て支援の充実などに取り組んできた結果、人口増加を続けている。 

今後、更なる人口増加には、これまでの取組をさらに充実させ、定住促進とともに、進学・

就職に伴う若者を中心とした流出抑制を図る必要がある。 

   さらに、新幹線新駅が設置されることにより、更に利便性が高まることから、それらの地

域資源を活かしたまちづくりを進めるとともに、新たな雇用の場の確保などに取り組み、「行

きたい！働きたい！住み続けたい！」と思われる魅力あるまちづくりを目指す。 

 

（３）将来人口の大村市独自推計 

■シミュレーションパターン 

  ア：国立社会保障・人口問題研究所準拠推計 

  イ：出生率を 1.82 で固定した場合 

  ウ：出生率を 2030 年までに 2.1、新工業団地整備・新幹線を活かしたまちづくりによる   

増 3,000 人 

  エ：出生率を 2030 年までに 2.1、新工業団地整備・新幹線を活かしたまちづくりによる   

増 6,000 人 

・基準人口 

 国勢調査をベースに 2010 年 10 月 1 日から 2014 年 10 月 1 日の推計人口の増減率を、2014

年 10 月 1 日時点の推計人口に乗じて、2015 年 10 月 1 日時点の人口を推計した。（92,950 人） 

・ウの条件設定 

  【出生率】 

    2015 年⇒1.82  2020 年⇒1.90  2025 年⇒2.00 

2030 年⇒2.10  （以降 2.1 で固定） 

  【社会増】 

    2020 年に、新工業団地（2018 年分譲開始予定）による人口増加 1,500 人を加算、2025

年に、九州新幹線西九州ルート（2022 年開業予定）を活かしたまちづくりによる人口増

加 1,500 人を加算 

・エの条件設定 

  【出生率】 

    2015 年⇒1.82  2020 年⇒1.90  2025 年⇒2.00 

2030 年⇒2.10  （以降 2.1 で固定） 

  【社会増】 

    2020 年に、新工業団地（2018 年分譲開始予定）による人口増加 3,000 人を加算、2025

年に、九州新幹線西九州ルート（2022 年開業予定）を活かしたまちづくりによる人口増

加 3,000 人を加算 
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 ・独自推計ケースごとの人口推移（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・独自推計ケースごとの人口推移（グラフ） 
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